
令和4年度補正再生可能エネルギー導入拡大に資する分散型エネルギーリソース導入支援 

事業費補助金に係る事務局の実施体制（事業終了時）等について 

 

令和６年４月２６日 

資源エネルギー庁 

新エネルギーシステム課 

 

令和4年度補正再生可能エネルギー導入拡大に資する分散型エネルギーリソース導入支援事

業費補助金について、令和4年12月28日付けをもって一般社団法人環境共創イニシアチブ（法

人番号：1010005016502）、大日本印刷株式会社（法人番号：5011101012069）に交付決定を行

い、令和6年3月31日をもって事業を完了した。事業終了時における事業概要、実施体制及び委

託・外注費率は以下のとおり。 

 

○事業概要 

再生可能エネルギーの更なる導入拡大や電力需給の安定化を促すことを目的とし、再生可能

エネルギーの出力変動に対応できる調整力等の提供が可能な定置用蓄電システムの導入や、需

要家保有リソースによるディマンドリスポンス対応のために必要なIoT化を図る事業の実施に

要する経費に対して補助を実施。 

 

○実施体制（補助事業者及び税込み１００万円以上の契約。請負その他委託の形式を問わな

い。）  

事業者名 関係 住所 実績額（税込

み） 

業務の範囲 精算行

為の有

無 
一般社団法人

環境共創イニ

シアチブ 

補助事

業者 

 

東京都中央区

銀座二丁目 

16番7号 

【交付決定額】 

18,289,554,547円 

【事務局経費】 

297,351,697円 

• 事業設計、運用構築 

• 申請書類、事業者向けマニ 

ュアル作成 

• 審査設計 

• 説明会運営 

• 事業進捗管理 

• 問合せ対応 

• 外部審査委員会運営 

• 審査・検査業務 

• HP 内容作成 

• 補助金支払業務 

有 

大日本印刷株

式会社 
補助事

業者 
東京都新宿区

市谷加賀町1-

1-1 

【事務局経費】 

136,930,289円 
有 

株式会社電通

総研 

 

外注先 東京都港区港

南2-17-1 
45,082,125円 • 審査や問い合わせを対応す

る関係者が情報共有、管理

を行う事ができる申請補助

システムの構築 

• 事業者の申請情報や、申請

内容を一元管理するデータ

ベースの構築 

• 補助金の決裁・電算処理シ

ステムを含めた経理システ

ムの構築 

• 上記で構築したシステムの

事業期間内の保守、管理 

有 

株式会社フォ

ーク 
外注先 東京都渋谷区

渋谷2-12-19 

東建インター

ナショナルビ

ル4F 

 

3,082,761円 補助金のHP作成、運用 有 



一般社団法人

ビジネス・エ

ンジニアリン

グ・センター 

委託先 東京都中央区

築地1-5-3 

築地K&R TODA

ビル2階 

11,065,890円 制度設計及び事業運営に必要

な市場調査、技術情報調査 
有 

株式会社ユ

ー・シー・エ

ル 

委託先 東京都中央区

入船1-2-1 

PMO八丁堀Ⅳ 

6F 

11,408,019円 • 事務局への問い合わせ、エ

スカレーション対応業務 

• 各種運営マニュアルに基づ

いた社内手続きサポート 

有 

株式会社 電

通総研セキュ

アソリューシ

ョン 

委託先 東京都港区港

南二丁目17番

1号 京王品

川ビル 

1,054,295円 ＩＴ関連業務支援サービス 有 

株式会社ＤＮ

Ｐデータテク

ノ 

委託先 埼玉県蕨市錦

町4丁目5－1 
6,869,240円 （2023年3月31日迄） 

• 申請対応業務 

①申請受付、窓口業務 

②申請進捗管理及びSIIへの

報告 

• 審査（検査）業務 

①SIIがあらかじめ定める審

査（検査）基準に従った交

付申請に係る形式審査及び

実績報告時の検査 

②不備解消問い合わせ、や

り取り 

 

（2023 年 4 月～2024 年 3 月） 

• 通知書作成・発送 

有 

株式会社ＤＮ

Ｐコアライズ 

 

委託先 東京都新宿区

市谷加賀町1

丁目1番1号 

111,192,005円 （2023年4月～2024年3月） 

• 申請対応業務 

①申請受付、窓口業務 

②申請進捗管理及びSIIへの

報告 

• 審査（検査）業務 

①SIIがあらかじめ定める審

査（検査）基準に従った交

付申請に係る形式審査及び

実績報告時の検査 

②不備解消問い合わせ、や

り取り 

有 

※大日本印刷 株式会社は消費税の仕入税額控除を受けるため、消費税に係る仕入控除税額を

減額して計上を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○委託・外注費率（「委託・外注費の実績額の総額」÷「事務局業務（経費）の実績額」×

１００により算出した率。） 

４３．７％ 

・委託・外注費の実績額の総額： １８９，７５４，３３５円 

・事務局業務（経費）の実績額： ４３４，２８１，９８６円 

※委託・外注費の実績額の総額及び事務局業務（経費）の実績額は、税込み１００万円未満

の取引も算入した数字。 

 

 

一般社団法人環境共創イニシアチブ 

大日本印刷 株式会社 

委託先 

一般社団法人ビジネス・ 

エンジニアリング・センター 

株式会社フォーク 

株式会社電通総研 

外注先 

株式会社ユー・シー・エル 

株式会社 電通総研セキュアソ

リューション 

株式会社ＤＮＰデータテクノ 

補助事業者 

株式会社ＤＮＰコアライズ 


